
長崎国際大学共同研究規程 

（平成１２年４月１日制定） 

改正 平成１９年４月１日 平成２７年１０月２８日 

平成３０年９月２６日 令和元年９月２５日 

令和６年４月１日 
 

 

（目的） 

第１条 この規程は、長崎国際大学（以下「本学」という。）における企業等学外の機関

（以下「学外機関」という。）との共同研究の実施に関し、必要な事項を定めることを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程における「共同研究」とは、本学が学外機関から研究者及び研究経費等を

受入れて、学外機関の研究者と共通の研究課題について共同して行う研究をいう。 

（研究代表者） 

第３条 共同研究の代表者（以下「研究代表者」という。）は、本学の基幹教員、特任教

員、名誉教授、及び客員教授とする。 

２ 本学は、学外機関から本学に派遣されて共同研究にあたる者は原則、訪問研究員として

受入れるものとする。ただし、本学より給与等の支給があるものは別途協議する。 

（共同研究受入れの原則） 

第４条 共同研究の受入れは、当該共同研究により、優れた研究成果が期待でき、かつ本学

の教育研究に支障が生じないと認められる場合に限り行うものとする。 

（共同研究の形態） 

第５条 共同研究の形態は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 学外機関から、研究者及び研究経費の全部又は研究資材等の提供を受けて行う

もの 

（２） 学外機関から、研究経費の一部又は研究資材等の提供を受け、かつ本学が研究

経費を負担して行うもの 

（３） 学外機関から、その有する研究情報の提供を受け、本学が研究経費の全部を負

担して行うもの 

（４） その他、学長が必要と認めて行うもの 

（共同研究の申請） 

第６条 共同研究を行う場合、研究代表者は、次の各号に掲げる書類を学長に提出しなけれ

ばならない。 

（１） 共同研究申込書（別紙１） 

（２） 共同研究の計画書等 

（３） 共同研究の研究経費算定内訳書（別紙３） 

（４） その他、共同研究の実施に関する書類 

（共同研究の決定） 

第７条 学長は、前条の申請があった場合、共同研究受入れの可否を決定する。 

（共同研究契約の締結） 



第８条 共同研究の実施を決定したときは、学長は、当該学外機関との間で「共同研究契約

書」を締結するものとする。 

（共同研究に係る経費の負担） 

第９条 本学は、本学の教育研究に支障のない範囲において、共同研究のために必要な本学

の施設設備を利用させるとともに、当該施設設備の維持管理に要する経費を負担するも

のとする。 

２ 第５条第１号及び第２号の規定により納入された研究経費は、原則としてこれを返還し

ない。ただし、共同研究期間の中途で当該共同研究を中止した場合は、不要となった額

の範囲内において、その全部又は一部を返還する場合がある。 

（共同研究に係る研究経費の内訳） 

第９条の２ 共同研究に係る研究経費の内訳は次の通りとする。 

（１） 直接経費 謝金，旅費，研究支援者等の人件費，設備費等の当該研究遂行に直

接必要な経費に相当する額とする。 

（２） 間接経費 当該研究の遂行に伴う事務的経費。直接研究費の１０％とする。た

だし、委託者の内部規程等により間接経費に関する定めがある場合、協議の上、その

割合を決定する。 

（研究経費の変更） 

第１０条 第５条第１号及び第２号の規定により納入された研究経費に不足が生じたとき、

又はそのおそれがあるときは、研究代表者は、学長に報告しなければならない。 

２ 学長は、前項により報告を受けたときは、学外機関の長と協議するものとする。 

（設備等の帰属） 

第１１条 学外機関から提供された研究経費により取得した設備、備品等は、本学に帰属す

るものとする。 

（共同研究の終了） 

第１２条 共同研究が終了したときは、研究代表者は「共同研究終了報告書」（別紙２）を

学長に提出しなければならない。 

（特許出願） 

第１３条 学長又は学外機関の長は、研究代表者又は訪問研究員が、共同研究の結果、それ

ぞれ独自に発明を行った場合において特許出願を行おうとするときは、当該発明を独自

に行ったことについて、あらかじめそれぞれ相手方の同意を得なければならない。 

２ 学長又は学外機関の長は、研究代表者及び訪問研究員が、共同研究の結果、共同して発

明を行った場合において特許出願を行おうとするときは、持分等を定めた共同出願契約

を締結のうえ、共同して出願を行うものとする。ただし、学外機関の長から、特許を受

ける権利を譲渡された場合は、学長は単独で特許出願を行うことができる。 

（実用新案等の取扱い） 

第１４条 実用新案権及び実用新案登録を受ける権利については、前条の規定を準用する。 

（研究成果の公表） 

第１５条 研究代表者は、共同研究による研究成果を自由に公表することができる。 

２ 前項にかかわらず、特許出願を行うなど、特に必要があると認める場合は、学長は、研

究成果の公表の時期、内容及び方法を学外機関の長との協議により定めるものとする。 

（利益相反） 



第１６条 研究代表者は、「利益相反に関する規程」に従って利益相反状態の防止に努め、

社会的説明を果たさなければならない。 

（秘密の保持） 

第１７条 研究代表者は本学が定める「長崎国際大学共同及び受託研究契約等に係る秘密保

持規程」に従い、共同研究において知り得た情報の内、指定されたものは秘密として取

扱い、相手方の書面による事前の同意なしに、それらを第三者に開示してはならない。 

（事務） 

第１８条 共同研究に関する事務は、産学連携・研究支援室が行う。 

（改定） 

第１９条 この規程の改定は、当分の間、産学連携・研究支援室が起案し、全学教授会の議

を経て学長が行う。 

附 則 

この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年４月１日） 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

（事務局組織の変更による改正） 

附 則（平成２７年１０月２８日） 

この規程は、平成２７年１０月２８日から施行する。 

附 則（平成３０年９月２６日） 

この規程は、平成３０年９月２６日から施行する。 

附 則（令和元年９月２５日） 

この規程は、令和元年９月２５日から施行する。 

附 則（令和６年４月１日） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

（別紙１） 

共同研究申込書 

[別紙参照] 

（別紙２） 

共同研究終了報告書 

[別紙参照] 

（別紙３） 

研究経費算定内訳書 

[別紙参照] 


